
別紙様式１

ローズライフ高の原

有料老人ホーム　重要事項説明書

	
	
	
	
	記入年月日
	平成２４年４月１日　

	記入者名
	植村　和哉
	所属・職名
	副館長

	１．事業主体概要

	事業主体の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先

	　
	事業主体の名称
	法人の種類
	なし
	あり
	営利法人

	
	
	名称
	（ふりがな）

けいはん　　　　　　　かぶしきがいしゃ
京阪ライフサポート株式会社

	
	事業主体の主たる
事務所の所在地
	〒５７３－１１２１
	大阪府枚方市楠葉花園町１４番１号

	
	
	
	

	
	事業主体の連絡先
	電話番号
	０７２－８６８－０３２１　

	
	
	ＦＡＸ番号
	０７２－８６８－２１２１　

	
	
	ホームページ
アドレス
	なし

	
	
	
	あり：　http://www.keihan-ls.co.jp

	事業主体の代表者の
氏名及び職名
	氏名
	淺井　栄一

	
	職名
	取締役社長　

	事業主体の設立年月日
	平成１４年６月３日


	事業主体が当該都道府県、指定都市、中核市内で実施する他の介護サービス

	介護サービスの種類
	事業所の名称
	所在地

	＜居宅サービス＞

	　
	訪問介護
	あり
	なし
	京阪ライフサポート

宇治ケア
	宇治市莵道田中

２０－１

	
	
	
	
	京阪ライフサポート

高の原ケア
	木津川市相楽台

９－１－５

	
	訪問入浴介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	訪問看護
	あり
	なし
	　
	　

	
	訪問リハビリテーション
	あり
	なし
	　
	　

	
	居宅療養管理指導
	あり
	なし
	　
	　

	
	通所介護
	あり
	なし
	京阪ライフサポート

宇治デイサービスセンター　
	宇治市莵道田中

２０－１

	
	通所リハビリテーション
	あり
	なし
	　
	　

	
	短期入所生活介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	短期入所療養介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	特定施設入居者生活介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	福祉用具貸与
	あり
	なし
	　
	　

	
	特定福祉用具販売
	あり
	なし
	　
	　

	＜地域密着型サービス＞

	　
	定期巡回・随時訪問介護・看護
	あり
	なし
	　
	　

	
	夜間対応型訪問介護
	あり
	なし
	　
	

	
	認知症対応型通所介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	小規模多機能型居宅介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	認知症対応型共同生活介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	地域密着型特定施設入居者生活介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護
	あり
	なし
	
	

	
	複合型サービス
	あり
	なし
	　
	　

	居宅介護支援
	あり
	なし
	京阪ライフサポート

宇治ケア　
	宇治市莵道田中

２０－１

	
	
	
	京阪ライフサポート

高の原ケア
	木津川市相楽台

９－１－５


	＜居宅介護予防サービス＞

	　
	介護予防訪問介護
	あり
	なし
	京阪ライフサポート

宇治ケア　
	宇治市莵道田中

２０－１　

	
	
	
	
	京阪ライフサポート

高の原ケア
	木津川市相楽台

９－１－５

	
	介護予防訪問入浴介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防訪問看護
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防訪問リハビリテーション
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防居宅療養管理指導
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防通所介護
	あり
	なし
	京阪ライフサポート

宇治デイサービスセンター
	宇治市莵道田中

２０－１

	
	介護予防通所リハビリテーション
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防短期入所生活介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防短期入所療養介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防特定施設入居者生活介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防福祉用具貸与
	あり
	なし
	　
	　

	
	特定介護予防福祉用具販売
	あり
	なし
	　
	　

	＜地域密着型介護予防サービス＞

	　
	介護予防認知症対応型通所介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防小規模多機能型居宅介護
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護予防認知症対応型共同生活介護
	あり
	なし
	　
	　

	介護予防支援
	あり
	なし
	　
	　

	＜介護保険施設＞

	　
	介護老人福祉施設
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護老人保健施設
	あり
	なし
	　
	　

	
	介護療養型医療施設
	あり
	なし
	　
	　


２．施設概要

	施設の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先

	　
	施設の名称
	（ふりがな）　　　　　　　たかのはら
　　　　　　ローズライフ高の原

	
	施設の所在地
	〒619-0223
	京都府木津川市相楽台９丁目１番地５

	
	
	
	

	
	施設の連絡先
	電話番号
	０７７４－７５－２００１

	
	
	ＦＡＸ番号
	０７７４－７５－２１２１

	
	
	ホームページ
アドレス
	なし

	
	
	
	あり：　　　http://www.roselife.jp

	施設の開設年月日
	平成２１年１１月１日　

	施設の管理者の氏名及び職名
	氏名
	西澤　幸憲

	
	職名
	館長　

	施設までの主な利用交通手段

	　
	近鉄京都線「高の原」駅より約２４０ｍ

	施設の類型及び表示事項
	住宅型有料老人ホーム
	

	
	居住の権利状態
	：利用権方式

	
	利用料の支払い方式
	：一時金方式

	
	入居時の要件
	：入居時自立・要支援・要介護

	
	介護保険
	：在宅サービス利用可

	
	居室区分
	：全室個室

	介護保険事業所番号
	　

	特定施設入居者生活介護の事業の開始年月日又は開始予定年月日、指定又は許可を受けた年月日（指定又は許可の更新を受けた場合にはその年月日）

	　
	事業の開始（予定）年月日
	

	
	指定の年月日
	

	
	指定の更新年月日
	


３．従業者に関する事項

	職種別の従業者の人数及びその勤務形態

	　
	有料老人ホームの人数及びその勤務形態

	
	　
	実人数
	常勤
	非常勤
	合計
	常勤換算

人    数

	
	
	
	専従
	非専従
	専従
	非専従
	
	

	
	
	施設長
	　１名
	　
	　
	　
	　１名
	　１．０名

	
	
	生活相談員
	　１名
	　１名
	　
	　
	　２名
	　１．２名

	
	
	看護職員
	
	６名
	３名
	１名
	１０名
	４．２名

	
	
	介護職員
	
	１７名
	
	１名
	１８名
	８．４名

	
	
	機能訓練指導員
	
	
	
	
	
	

	
	
	計画作成担当者
	
	
	
	
	
	居宅介護支援事業所が対応　

	
	
	栄養士
	（委託）
	
	
	
	
	

	
	
	調理員
	（委託）
	
	
	
	
	

	
	
	事務員
	　５名
	１名
	　
	　
	　６名
	　５．５名

	
	
	その他従業者
	５名
	
	２名
	　
	　７名
	５．７名

	
	１週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数
	４０時間

	
	※　常勤換算人数とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の人数を常勤の従業者の人数に換算した人数をいう。

	
	　
	従業者である介護職員が有している資格

	
	
	　
	延べ人数
	常勤
	非常勤

	
	
	
	
	専従
	非専従
	専従
	非専従

	
	
	
	社会福祉士
	
	１名
	
	

	
	
	
	介護福祉士
	
	３名
	
	１名

	
	
	
	介護職員基礎研修
	
	２名
	
	

	
	
	
	訪問介護員１級
	
	１名
	
	

	
	
	
	訪問介護員２級
	
	１３名
	
	

	
	
	
	訪問介護員３級
	
	１名
	
	

	
	
	
	介護支援専門員
	
	
	
	

	
	
	従業者である機能訓練指導員が有している資格
	　

	
	
	　
	延べ人数
	常勤
	非常勤

	
	
	
	
	専従
	非専従
	専従
	非専従

	
	
	
	理学療法士
	
	
	
	

	
	
	
	作業療法士
	
	
	
	

	
	
	
	言語聴覚士
	
	
	
	

	
	
	
	看護師及び准看護師
	
	
	
	

	
	
	
	柔道整復士
	
	
	
	

	
	
	
	あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師
	
	
	
	

	
	夜勤を行う看護職員及び介護職員の人数

	
	
	人　数
	夜勤帯平均人数

（２１時～　７時）
	最少時人数

（休憩者等を除く）

	
	
	看護職員
	１名
	０名

	
	
	介護職員
	２名
	１名


	
	特定施設入居者生活介護の提供に当たる従業者の人数及びその勤務形態

	
	　
	実人数
	常勤
	非常勤
	合計
	常勤換算人数

	
	
	
	専従
	非専従
	専従
	非専従
	
	

	
	
	生活相談員
	
	
	
	
	
	

	
	
	看護職員
	
	
	
	
	
	

	
	
	介護職員
	
	
	
	
	
	

	
	
	機能訓練指導員
	
	
	
	
	
	

	
	
	計画作成担当者
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他従業者
	
	
	
	
	
	

	
	１週間のうち、常勤の従事者が勤務すべき時間数
	　

	
	※　常勤換算人数とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の人数を常勤の従業者の人数に換算した人数をいう。

	
	　
	従業者である介護職員が有している資格

	
	
	　
	延べ人数
	常勤
	非常勤

	
	
	
	
	専従
	非専従
	専従
	非専従

	
	
	
	社会福祉士
	
	
	
	

	
	
	
	介護福祉士
	
	
	
	

	
	
	
	介護職員基礎研修
	
	
	
	

	
	
	
	訪問介護員１級
	
	
	
	

	
	
	
	訪問介護員２級
	
	
	
	

	
	
	
	訪問介護員３級
	
	
	
	

	
	
	
	介護支援専門員
	
	
	
	

	
	
	従業者である機能訓練指導員が有している資格

	
	
	　
	延べ人数
	常勤
	非常勤

	
	
	
	
	専従
	非専従
	専従
	非専従

	
	
	
	理学療法士
	
	
	
	

	
	
	
	作業療法士
	
	
	
	

	
	
	
	言語聴覚士
	
	
	
	

	
	
	
	看護師及び准看護師
	
	
	
	

	
	
	
	柔道整復士
	
	
	
	

	
	
	
	あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ指圧師
	
	
	
	

	
	管理者の他の職務との兼務の有無
	
	なし

	
	　
	管理者が有している

当該業務に係る資格等
	なし
	あり
	資格等の名称


	
	特定施設入居者生活介護の利用者に対する看護職員及び介護職員の

常勤換算方法による人数の割合
	　


	従業者の当該介護サービスに係る業務に従事した経験年数等

	　
	　
	看護職員
	介護職員
	生活相談員

	
	
	常勤
	非常勤
	常勤
	非常勤
	常勤
	非常勤

	
	前年度１年間の採用者数
	２名
	２名
	９名
	
	
	

	
	前年度１年間の退職者数
	１名
	１名
	７名
	
	
	

	
	業務に従事した経験年数
	
	
	
	
	
	

	
	　
	１年未満の者の人数
	
	
	６名
	
	１名
	

	
	
	１年以上３年未満の者の人数
	１名
	
	５名
	
	１名
	

	
	
	３年以上５年未満の者の人数
	
	
	
	
	
	

	
	
	５年以上10年未満の者の人数
	１名
	１名
	５名
	１名
	
	

	
	
	10年以上の者の人数
	４名
	３名
	１名
	
	
	

	
	　
	機能訓練指導員
	計画作成担当者

	
	
	常勤
	非常勤
	常勤
	非常勤

	
	前年度１年間の採用者数
	
	
	
	

	
	前年度１年間の退職者数
	
	
	
	

	
	業務に従事した経験年数
	
	
	
	

	
	　
	１年未満の者の人数
	
	
	
	

	
	
	１年以上３年未満の者の人数
	
	
	
	

	
	
	３年以上５年未満の者の人数
	
	
	
	

	
	
	５年以上10年未満の者の人数
	
	
	
	

	
	
	10年以上の者の人数
	
	
	
	

	従業者の健康診断の実施状況
	なし
	あり


４．サービスの内容
	施設の運営に関する方針

	　
	高齢社会を迎え、高齢者が安心して暮らせる住まいの提供を目的に、２４時間の緊急対応体制やグループで安心して生活いただけるサポートセンターを備え、自立時から終身にわたって、安心してご入居いただける住宅型有料老人ホームに取り組みます。併せて、緑豊かな住環境のなか、個性豊かな高齢者の生活ニーズに応えるため、充実した共用スペースを備えて、健康管理、食事、生活支援、アクティビティなど、多彩なサービスを提供します。


	介護サービスの内容、利用定員等

	　
	個別機能訓練の実施（介護報酬の加算）の有無
	なし
	あり

	
	夜間看護体制加算（介護報酬の加算）の有無
	なし
	あり

	
	人員配置が手厚い介護サービスの実施の有無
	なし
	あり

	
	利用者の個別的な選択による介護サービスの実施状況
	別紙

	
	協力医療機関の名称
	医療法人こうあん　こうあん診療所　

	
	　
	（協力の内容）

　診療科目：内科、脳神経外科、リハビリテーション科、神経内科
　病床数：無床

　所在地：奈良市三条大路１－１－９０　奈良セントラルビル１Ｆ　(ホームから約5ｋｍ)
　協力内容：
①嘱託医の派遣

②年２回の定期健康診断

③協力医療機関の診療科目における入居者の受診、治療、ならびに入院加療の支援

④緊急時その他、必要な場合のホームからの連絡への対応（診断、治療を含む）

⑤専門医及び医療機関等の二次搬送先の紹介

	
	協力医療機関の名称
	医療法人 新生会 総合病院 高の原中央病院

	
	　
	（協力の内容）

　診療科目：内科、消化器内科、血液内科、神経内科、循環器科、外科、整形外科、麻酔科、

形成外科（創傷ケア）、産婦人科、泌尿器科、耳鼻咽喉科、眼科、リハビリテーション科

　病床数：総病床２４９床

　所在地：奈良市右京１丁目３－３　(ホームから約500ｍ)

　協力内容：

①協力医療機関の診療科目における入居者の外来受診、治療、ならびに入院加療の支援

②緊急時その他、必要な場合のホームからの連絡への対応（診断、治療を含む）

③専門医及び医療機関等の二次搬送先の紹介

	
	協力医療機関の名称
	公立 山城病院

	
	
	（協力の内容）

　診療科目：内科、神経内科、小児科、外科、整形外科、脳神経外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、

眼科、耳鼻咽喉科 ほか
　病床数：一般病床３１１床、感染症病床１０床
　所在地：木津川市木津駅前一丁目２７番地　(ホームから約4．5ｋｍ)
　協力内容：


①協力医療機関の診療科目における入居者の外来受診、治療、ならびに入院加療の支援


②緊急時その他、必要な場合のホームからの連絡への対応（診断、治療を含む）


③専門医及び医療機関等の二次搬送先の紹介



	
	協力歯科医療機関
	なし
	あり
	その名称　笹井歯科医院

	
	
	（協力の内容）

　所在地：木津川市相楽台８丁目１３－２　(ホームから約700ｍ)
協力内容：
①歯科における入居者の受診、治療
②入居者の歯科に関する病状悪化、その他必要な場合のホームからの連絡への対応（診療、治療
を含む）
　　　　③専門医および医療機関等の紹介

	
	要介護時における居室の住み替えに関する事項

	
	　
	要介護時に介護を行う場所

	
	
	
	アクティブコート一般居室、サポートセンター一般居室

	
	　
	入居後に居室を住替える場合

	
	
	　
	一時介護室へ移る場合　　　　該当しません。

	
	
	
	　
	判断基準・手続について

	
	
	
	
	　
	（その内容）

	
	
	
	
	追加的費用の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	居室利用権の取扱い

	
	
	
	
	　
	（その内容）

	
	
	
	
	入居一時金償却の調整の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前の居室からの面積の増減の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前居室との仕様の変更

	
	
	
	
	　
	便所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	浴室の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	洗面所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	台所の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	その他の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	　
	（その内容）


	
	
	
	サポートセンター一般居室へ移る場合
（アクティブコート一般居室から、サポートセンター一般居室へ移る場合）

	
	
	
	
	判断基準・手続について

	
	
	
	
	
	（その内容）

〔判断基準〕

「住替確認委員会細則」の下記基準に基づき、住替えの判断をします。

①要介護認定が、要介護度３程度以上であること。

②医療機関での入院加療を必要とする心身状態でないこと。

③住替え確認期間において、サポートセンター一般居室への入居に支障がないことが確認されていること。なお、住替え確認期間は、概ね３ケ月とします。

〔手続き〕

サポートセンター一般居室への変更の判断に際しては、あらかじめ下記の手続きを行います。

①一定の観察期間を設け、嘱託医の意見を聴く。

②入居者または身元引受人等の同意を得る。

③居室変更後の居室の概要、介護の内容、権利の変動、及び費用負担の増減等について説明
を行う。

④住替確認委員会の手続きを行う。

	
	
	
	
	追加的費用の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	居室利用権の取扱い

	
	
	
	
	
	（その内容）

・１人入居の入居者がサポートセンター一般居室へ住替えた場合、または２人入居で２名ともサポートセンター一般居室へ住替えた場合は、アクティブコート一般居室退居後２ケ月が経過したとき、アクティブコート一般居室を明け渡すものとします。この場合、入居者及び事業者は、住替えに伴う変更契約を締結します。なお、サポートセンター一般居室への住替えをもって、アクティブコート一般居室の退居日とみなします。

・住替えに伴う変更契約を締結した場合、従来のアクティブコート一般居室を利用する権利はなくなりますが、新たなサポートセンター一般居室を利用する権利を取得します。

	
	
	
	
	入居一時金償却の調整の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前の居室からの面積の増減の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前居室との仕様の変更

	
	
	
	
	
	便所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	浴室の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	洗面所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	台所の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	その他の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	
	（その内容）

方角、階数


	
	
	
	サポートセンター一般居室へ移る場合
（サポートセンター一般居室から、他のサポートセンター一般居室へ移る場合）

	
	
	
	
	判断基準・手続について

	
	
	
	
	
	（その内容）

〔判断基準〕

サポートセンター一般居室入居後に、要介護状態の程度が変化した場合でも、原則としてサポートセンター一般居室を変更していただく必要はありません。ただし、入居者の心身の状況に著しい変化があった時は、サポートセンター一般居室の変更を行う場合があります。（サポートセンター一般居室の価格は全室同一です。）

〔手続き〕

サポートセンター一般居室の変更の判断に際しては、あらかじめ下記の手続きを行います。

①一定の観察期間を設け、嘱託医の意見を聴く。

②入居者、契約者または身元引受人等の同意を得る。

③居室変更後の居室の概要、権利の変動、及び費用負担の増減等についての説明を行う。

④住替確認委員会の手続きを行う。

	
	
	
	
	追加的費用の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	居室利用権の取扱い

	
	
	
	
	
	（その内容）

サポートセンター一般居室の住み替えを行った場合、従来の居室を利用する権利はなくなりますが、新たな居室を利用する権利を取得します。

	
	
	
	
	入居一時金償却の調整の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前の居室からの面積の増減の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前居室との仕様の変更

	
	
	
	
	
	便所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	浴室の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	洗面所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	台所の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	その他の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	
	（その内容）

方角、階数


	　
	　
	　
	その他
（サポートセンター一般居室から、アクティブコート一般居室へ移る場合）
	なし
	あり
	

	
	
	
	　
	判断基準・手続について

	
	
	
	
	　
	（その内容）

〔判断基準〕

サポートセンター一般居室へ住替え後、「住替確認委員会細則」に基づき、住替確認委員会が、アクティブコート一般居室での生活が可能と判断することを基準とします。

〔手続き〕

アクティブコート一般居室への変更の判断に際しては、あらかじめ下記の手続きを行います。

①一定の観察期間を設け、嘱託医の意見を聴く。

②入居者、契約者または身元引受人等の同意を得る。

③居室変更後の居室の概要、権利の変動、及び費用負担の増減等についての説明を行う。

④住替確認委員会の手続きを行う。

	
	
	
	
	追加的費用の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	居室利用権の取扱い

	
	
	
	
	　
	（その内容）

・サポートセンター一般居室退居後２ケ月が経過したとき、サポートセンター一般居室を明け渡すものとします。この場合、入居者及び事業者は、住替えに伴う変更契約を締結します。なお、アクティブコート一般居室への住替えをもって、サポートセンター一般居室の退居日とみなします。

・住替えに伴う変更契約を締結した場合、従来のサポートセンター一般居室を利用する権利はなくなりますが、当初契約したアクティブコート一般居室と同程度の面積の新たなアクティブコート一般居室を利用する権利を取得します。

・アクティブコート一般居室に空室がある場合に限り、アクティブコート一般居室に住替えることが可能
　です。ただし、一時金等の償却は、サポートセンター一般居室への住替え時に遡って再計算しま
　す。

	
	
	
	
	入居一時金償却の調整の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前の居室からの面積の増減の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	従前居室との仕様の変更

	
	
	
	
	　
	便所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	浴室の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	洗面所の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	台所の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	その他の変更の有無
	なし
	あり

	
	
	
	
	
	　
	（その内容）

方角、階数




	
	施設の入居に関する要件

	
	　
	自立している者を対象
	なし
	あり

	
	
	要支援の者を対象
	なし
	あり

	
	
	要介護の者を対象
	なし
	あり

	
	
	留意事項
	<入居基準>

入居者は、次の入居基準すべてに該当する方とします。

①入居時に満６５歳以上（２人入居の場合はお二人ともが満６５歳以上）の方

ただし、一定の入居条件を満たす場合は、満６５歳未満の方の入居も可能とします。

②アクティブコート一般居室に入居される方は、自立（要介護認定非該当）または要介護認定

で要支援の方

ただし、２人入居でお一人が自立の場合は、もうお一人が要介護認定で要支援、要介護１
または要介護２の方も、アクティブコート一般居室に入居可能とします。

③サポートセンター一般居室に入居される方は、身体機能の低下または認知症等により、常時
介護を必要とする方　（要介護認定で要支援、要介護の方）

④常時医療機関において治療をする必要のない方

⑤他の入居者に伝染する疾患のない方

⑥自傷他害の恐れのない方

⑦健康保険・介護保険に加入されている方

⑧身元引受人を立てることのできる方

⑨入居契約書に定めていることを承認し、事業者の運営方針に賛同できる方

⑩ご夫婦以外で２人入居される場合は、お二人の関係が三親等以内の血族または一親等の

姻族の方

⑪アクティブコート一般居室入居契約書第５０条に規定する追加入居者の入居基準も、２人入
居の場合と同条件とします。

	
	契約の解除の

内容
	１　入居者が死亡した場合（２人入居の場合は、そのどちらもが死亡したとき)

２　事業者の契約解除

事業者は、入居者または契約者が次の各号のいずれかに該当し、かつ、そのことが本契約をこれ以上将来にわたって維持することが 社会通念上著しく困難と認められる場合には、90日の予告期間をおいて本契約を解除することがあります。ただし、六 による契約解除に
ついては、事業者は催告なく、これを行うことができるものとします。

一　入居申込書に虚偽の事項を記載する等の不正手段により、入居がなされたとき
二　本契約にもとづく金銭債務の支払いを正当な理由なく遅滞し、文書による事業者の通知後も改善されないとき
三　本契約の条項に、正当な理由なく重大な違反をし、文書による事業者の通知後も改善されないとき
四　入居者の行動が、他の入居者または従業員の生命に危害を及ぼし、または、その危害の切迫した恐れがあり、かつ入居者に対する通常の接遇方法ではこれを防止することができないと、嘱託医の意見をもとに客観的判断がなされ、必要と認められる場合

五　契約者または入居者が、自らまたは第三者をして、他の入居者または従業員に対し、暴力的行為、詐術、脅迫的言動、著しく迷惑を及ぼす言動、業務妨害行為、暴力的要求行為などを行い、または合理的範囲を超える負担を請求した場合

六　契約者または入居者が、暴力団関係者であることが判明した場合

３　入居者からの解約

契約者は、事業者に対して、少なくとも３０日前に解約の申し入れを行うことにより、本契約を解約することができます。また、入居者が前項の解約届を提出しないで居室を退居した場合には、事業者が入居者の退居の事実を知った翌日から起算して３０日をもって、本契約は解約されたものとみなします。　


	
	体験入居の

内容
	１日あたり　　　　　　　１０，５００円（消費税込）

※１０：００～翌日１０：００のご利用となります。

※３食の食事料金を含みます。

※食事をされなかった場合でも返金は行いません。　

※最長１０日

	
	入居定員
	アクティブコート一般居室：１８４名（９２室／全室２人入居可）
サポートセンター一般居室：３８名（３８室／全室個室）　　　　　　計　２２２名

	
	その他
	


	入居者の状況

	
	入居者の人数（報告に関する計画の基準日の前月末日）　

	
	
	　
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	合計

	
	
	６５歳未満
	
	
	
	
	
	

	
	
	６５歳以上７５歳未満
	１名
	１名
	
	
	１名
	３名

	
	
	７５歳以上８５歳未満
	７名
	３名
	４名
	６名
	３名
	２３名

	
	
	８５歳以上
	４名
	３名
	４名
	６名
	３名
	２０名

	
	
	　
	自立
	要支援１
	要支援２
	経過的要介護
	合計

	
	
	６５歳未満
	３名
	
	
	
	３名

	
	
	６５歳以上７５歳未満
	８名
	
	２名
	
	１０名

	
	
	７５歳以上８５歳未満
	３０名
	３名
	２名
	
	３５名

	
	
	８５歳以上
	６名
	２名
	１名
	
	９名

	
	入居者の平均年齢　
	８０．９歳

	
	入居者の男女別人数　
	男性
	　３７名
	女性
	６６名

	
	入居率（一時的に不在となっている者を含む）
	居室数１３０室に対して ７０．８％

	
	前年度の有料老人ホームを退居した者の人数

	
	
	　
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	合計

	
	
	自宅等
	
	
	
	
	
	

	
	
	社会福祉施設
	
	
	
	
	
	

	
	
	医療機関
	
	
	
	
	
	

	
	
	死亡者
	
	
	２名
	１名
	１名
	４名

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	　
	自立
	要支援１
	要支援２
	経過的要介護
	合計

	
	
	自宅等
	１名
	
	
	
	１名

	
	
	社会福祉施設
	
	
	
	
	

	
	
	医療機関
	
	
	
	
	

	
	
	死亡者
	
	
	１名
	
	１名

	
	
	その他
	
	
	
	
	

	
	入居者の入居期間

	
	
	入居期間
	６ヶ月未満
	６ヶ月以上
１年未満
	１年以上

５年未満
	５年以上

10年未満
	10年以上

15年未満
	15年以上

	
	
	入居者数
	６名
	１９名
	７８名
	
	
	


	施設、設備等の状況

	　
	建物の構造
	建築基準法第２条第９号の２に規定する耐火建築物
	なし
	あり

	
	
	建築基準法第２条第９号の３に規定する準耐火建築物
	なし
	あり

	
	居室の状況
	区分
	室数
	人数
	１の居室の床面積　

	
	
	一般居室個室
	あり
	なし
	　92室
	　
	39.0～80.8㎡

	
	
	一般居室相部屋
	あり
	なし
	　
	　
	㎡

	
	
	
	
	
	　
	　
	㎡

	
	
	
	
	
	　
	　
	㎡

	
	
	介護居室個室
	あり
	なし
	　38室
	　
	19.4～20.7㎡

	
	
	介護居室相部屋
	あり
	なし
	　
	　
	㎡

	
	
	
	
	
	　
	　
	㎡

	
	
	
	
	
	　
	　
	㎡

	
	
	一時介護室
	あり
	なし
	　
	　
	㎡

	
	共用便所の設置数
	１３
	うち男女別の対応が可能な数
	６

	
	
	
	うち車いす等の対応が可能な数
	７

	
	個室の便所の設置数
	１３０
	個室における便所の設置割合
	１００％

	
	
	
	うち車いす等の対応が可能な数
	１３０

	
	浴室の設備状況
	浴室の数
	個浴
	大浴槽
	特殊浴槽
	リフト浴

	
	
	
	９２ （アクティブコート一般居室内）
３　（共用施設内）
	４ （大浴場・

露天風呂、 各男女別）
	なし
	３

	
	　
	その他、浴室の設備に関する事項　　　　手すり、緊急コールを備えています。

	
	食堂の設備状況
	（アクティブコート一般居室）１階のメインダイニング等での食事提供を行います。
※アクティブコート一般居室内では自炊も可能です。
（サポートセンター一般居室）フロアのリビング・ダイニングでの食事提供を行います。
※３階と４階にリビング・ダイニング各１ケ所、計２ケ所

	
	　
	入居者等が調理を行う設備状況
	なし
	あり

	
	その他、共用施設の設備状況

	
	　
	なし
	あり
	（その内容）

フロント、ラウンジ、応接室、相談室、会議室、メールコーナー、駐車場、駐輪場
アクティブコート：
メインダイニング、プライベートダイニング、フィットネスルーム、多目的ホール、
ライブラリー、プレイルーム、大浴場、足湯、和室、ＡＶルーム、サロン、中庭
コミュニティエリア：
アトリエ、ファミリールーム、マージャンルーム、ヘアサロン、浴室、多目的室、
デイルーム、ゲストルーム
サポートセンター：
リビング・ダイニング、浴室、サロン、健康管理室、トランクルーム、庭園
※下線部の施設は使用料が必要です。メインダイニングにおける食費、ヘアサロンにおける理美容費等についても有料です。

	
	バリアフリーの対応状況

	
	　
	（その内容）

　　　　全居室、廊下、共用施設の各所に手すりを設置、車いすでの移動も可能です。


	
	緊急通報装置の設置状況
	なし
	一部あり
	各居室内にあり

	
	外線電話回線の設置状況
	なし
	一部あり
	各居室内にあり

	
	テレビ回線の設置状況
	なし
	一部あり
	各居室内にあり

	
	施設の敷地に関する事項

	
	　
	敷地の面積
	7,572.57㎡　（2,290.70坪）

	
	
	事業所を運営する法人が所有
	なし
	一部あり
	あり

	
	
	　
	抵当権の設定
	なし
	あり

	
	
	貸借（借地）

	
	
	　
	なし
	あり
	契約期間
	始
	　
	終
	　

	
	
	
	
	
	　
	契約の自動更新
	なし
	あり

	
	施設の建物に関する事項

	
	　
	建物の構造
	鉄筋コンクリート造

	
	
	建物の延床面積
	10,016.74㎡（3,030.06坪）

（うち、有料老人ホーム部分9,982.24㎡）

	
	
	事業所を運営する法人が所有
	なし
	一部あり
	あり

	
	
	　
	抵当権の設定
	なし
	あり

	
	
	貸借（借家）

	
	
	　
	なし
	あり
	契約期間
	始
	　
	終
	　

	
	
	
	
	
	　
	契約の自動更新
	なし
	あり

	利用者からの苦情に対応する窓口等の状況

	
	事業主体や施設に設置している利用者からの苦情に対応する窓口

	
	　
	窓口の名称
	ローズライフ高の原　フロント（担当：館長）

	
	
	電話番号
	０７７４－７５－２００１

	
	
	対応している時間
	平日
	９：００～１８：００

	
	
	
	土曜
	９：００～１８：００

	
	
	
	日曜・祝日
	９：００～１８：００

	
	
	　
	定休日等
	無

	
	上記以外の利用者からの苦情に対応する主な窓口等

	
	　
	窓口の名称
	京阪ライフサポート株式会社　苦情相談窓口（担当：総務部長）

	
	
	電話番号
	０７２－８６８－０３２１

	
	
	対応している時間
	平日
	９：００～１８：００

	
	
	
	土曜
	休

	
	
	
	日曜・祝日
	休

	
	
	　
	定休日等
	土・日・祝日

	
	
	窓口の名称
	①社団法人全国有料老人ホーム協会

②木津川市高齢介護課

③京都府高齢者支援課

	
	
	電話番号
	①０３－３２７２－３７８１

②０７７４－７５－１２１３

③０７５－４１４－４５７５

	
	
	対応している時間
	平日
	９：００～１７：００

	
	
	
	土曜
	休

	
	
	
	日曜・祝日
	休

	
	
	
	定休日等
	土・日・祝日


	サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応

	　
	損害賠償責任保険の加入状況

	
	　
	なし
	あり
	（その内容）

火災保険、賠償責任保険（介護総合）、施設賠償責任保険、
生産物賠償責任保険、有料老人ホーム損害賠償責任保険

	
	その他、介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関すること

	
	　
	なし
	あり
	（その内容）
各種サービスにより、事故が発生した場合、応急処置、病院への搬送、入院等、初期対応を行うとともに、当社の責任の範囲において必要な賠償を行います。

	サービスの提供内容に関する特色等

	　
	（その内容）

・２４時間体制による緊急時対応のほか、介護が必要となられた場合は、サポートセンター一般居室へ住替える

ことで、あるいは訪問介護等の在宅介護サービスを利用しながら、安心した生活を続けることができます。訪問介護等のサービスを提供する事業者のケアステーションが建物内に設置されています。
・個性豊かな高齢者が、心身ともに健康で、文化的な充実した長寿人生を過ごしていただくため、またゆとりある
シニアライフを過ごしていただけるように、緑豊かな快適でコミュニティのある充実した共用スペースを備えて、
健康管理、食事、生活サービスに加え、季節イベントやレクリエーションなどのアクティビティも提供します。

	利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等

	　
	利用者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組の状況

	
	　
	なし
	あり
	実施した年月日
	　平成23年1月12日

	
	
	
	
	当該結果の開示状況
	なし
	あり

	
	第三者による評価の実施状況

	
	　
	なし
	あり
	実施した年月日
	　平成23年2月28日

	
	
	
	
	実施した評価機関の名称
	株式会社ぎょうせい総合研究所

	
	
	
	
	当該結果の開示状況
	なし
	あり

	高齢者虐待防止等

	
	（その内容）

事業者は、入居者等の人権の擁護、虐待の防止等のため、次のとおり、必要な措置を講じます。

　ア　研修等を通じて、職員の人権意識の向上や、知識・技術の向上に努めます。

イ　個別支援計画の作成に関与し、適切な支援の実施に努めます。

ウ　支援にあたっての悩みや苦労について、職員が相談できる体制を整えるほか、職員が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。




５．利用料金
	利用料の支払い方式
	一時金方式
	月払い方式
	選択方式

	敷金
	円（家賃の　　ヶ月分）

	一時金方式

	
	一時金及び月単位で支払う利用料

	
	
	年齢に応じた金額設定
	なし
	あり
	※アクティブコート一般居室のみ

	
	
	要介護状態に応じた金額設定
	なし
	あり
	

	
	
	料金プラン（満65～73歳）

	
	
	
	プラン名称
	一時金
	月額
	（内訳）

	
	
	
	
	
	計
	家賃

相当額
	介護費用
	食費
	光熱

水費
	管理費

	
	
	
	ｱｸﾃｨﾌﾞｺｰﾄ
一般居室

（1人入居）
	入居一時金
2,328～5,168万円

生活支援
一時金

392万円
	150,150円
	
	
	66,150円
	実費負担
	84,000円

	
	
	
	ｱｸﾃｨﾌﾞｺｰﾄ

一般居室

（2人入居）
	入居一時金

2,776～5,616万円

生活支援
一時金

784万円
	258,300円
	
	
	132,300円
	実費負担
	126,000円

	
	
	
	ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ一般居室
	入居一時金

1,422万円

生活支援
一時金

378万円
	150,150円
	
	
	66,150円
	
	84,000円

	
	
	
	※介護保険サービスの自己負担額は含まない。

	
	
	算定根拠
	家賃相当額
	入居一時金に含みます。

	
	
	
	介護費用
	※介護保険サービスの自己負担額は含まない。

介護が必要なられた場合に、要介護認定を受けて、訪問介護等の在宅介護サービスを利用された際には、介護保険の利用者負担額が必要です。

	
	
	
	食費
	アクティブコート一般居室：食事基本料、及び１日３食・３０日間喫食された場合の金額です。
内訳
１）食事基本料（入居者１人あたり）：月額 12,600円（本体価格12,000円、消費税600円）

・食事基本料は、喫食の有無に係らず各入居者一律に毎月お支払いいただきます。

２）食事費用（予約制、喫食回数により計算／消費税込）

：朝食　３１５円、　昼食　６３０円、　夕食　８４０円

※予約後のキャンセルは、前日の１８時まで受付可能です。

　　　ただし、それ以降のキャンセルについては1食あたり２１０円をお支払いただきます。

サポートセンター一般居室:１日３食と１回のおやつを３０日間喫食された場合の金額です。
内訳

食事費用（消費税込）：朝食　４２０円、　昼食　７３５円、　おやつ１２６円、　夕食　９２４円
※前日の１８時までに欠食の届けがあった場合は、欠食分の食事費用を減額し、精算し
ます。


	
	
	算定根拠
	光熱水費
	アクティブコート一般居室：実費負担

サポートセンター一般居室：管理費に含みます。

	
	
	
	管理費
	管理人件費、共用施設の維持運営費（光熱水費、消耗品費、通信費）及び外部業者委託費（設備管理、清掃、植栽、警備等）、車両維持費、アクティビティの費用

※サポートセンター一般居室については、居室内の光熱水費も管理費に含みます。

	
	
	
	一時金
	入居一時金：
・終身にわたり、入居者が居住する居室及び共用施設を利用するための費用

（家賃相当費用）
・地代、建設費、修繕費、借入利息、管理事務費等を基礎とし、想定居住期間を勘案して
算出しています。
生活支援一時金：

・健康管理サービス人件費、健康診断費用、緊急または一時的に生活支援が必要な場合
の対応に要する費用

・当該金額は費用設定時の長期推定額です。想定居住期間を勘案して算出しています。

	
	
	一時金の償却に関する事項

	
	
	
	償却開始日の設定
	入居日
	※本契約の入居予定日は、居室または鍵の引渡しをもって

入居日とし、入居期間起算日となります。

	
	
	
	初期償却率（％）　　　　　１０％

	
	
	
	
	想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えて

受領する額
	アクティブコート一般居室（1人入居）

272万円～556万円

アクティブコート一般居室（2人入居）

356万円～640万円

サポートセンター一般居室

180万円

	
	
	
	
	権利金等（※）の額
	　

	
	
	
	
	（※）平成24年3月31日までに老人福祉法第29条第1項の規定により届出がされた施設に限る。

	
	
	
	償却年月数
	アクティブコート一般居室：１４年（１６８ケ月）

サポートセンター一般居室：６年（７２ケ月）


	
	
	契約終了時返還金の算定方法及び返還金の例

	
	
	
	【アクティブコート一般居室】
◆入居一時金
・一時金の償却期間内の場合

返還金 ＝ 入居一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月

・一時金の償却期間を超える場合



返還金はありません。なお、１４年を超えて入居されていても、一時金の追加徴収は行いません。

※ただし、入居期間起算日より９０日以内の契約終了の場合は、この限りではありません。

また、２人入居の場合、ならびにサポートセンターへの住替えがあった場合の返還金は、下記の計算式
による金額となります。


①アクティブコート一般居室（以下「アクティブ居室」という）入居期間中に、契約が終了した場合

返還金 ＝ 入居一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月

・償却期間を超える場合、返還金はありません。

　また、償却期間を超えて入居されていても、追加徴収は行いません。
②アクティブ居室から、サポート居室へ住替えた場合
未償却残額 ＝ 入居一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月

調整返還金 ＝ 未償却残額(上記) － 直接入居者のサポート居室入居一時金

・未償却残額が、契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金を下回る場合は、調整返還金
はありません。

・この場合、未償却残額の全額が、住替え後のサポート居室入居一時金となります。

③サポート居室へ住替え後に退居した場合
住替え後の償却額 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金 ÷ 72ケ月

　　　　　　　　　　　　        × 住替え日の翌月からの経過月数

住替え後の返還金 ＝ 住替え後のサポート居室入居一時金 － 住替え後の償却額(上記)

・住替え後のサポート居室入居一時金が、住替え後の償却額を下回る場合は、返還金は  ありません。
また、追加徴収もありません。




	
	
	
	
①２人ともがアクティブ居室に入居中で、うち１人の契約が終了し、入居金償却期間内の場合

返還金 ＝ 追加入居一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月

②２人入居のうち、当初１人がアクティブ居室からサポート居室へ住替えた場合
・追加入居一時金の未償却残額の全額が、住替え後の追加入居一時金となります。
調整返還金はありません。

追加入居一時金の未償却残額 ＝
追加入居一時金 × 90％ × (168ケ月－経過月数) ÷ 168ケ月

住替え後の追加入居一時金 ＝ 追加入居一時金の未償却残額(上記)
・なお、住替え後の追加入居一時金の償却額は、次の計算式によるものとします。
住替え後の償却額 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金 ÷ 72ケ月
× 住替え日の翌月からの経過月数
③２人入居のうち、１人のみがサポート居室へ住替え、その後に退居した場合
返還金 ＝ 住替え後の追加入居一時金 － 住替え後の償却額(上記)
・住替え後の追加入居一時金が、住替え後の償却額を下回る場合は、返還金はありません。また、追加徴収もありません。


④２人入居のうち、当初１人がサポート居室へ住替え後に、アクティブ居室に入居中のもう１人が退居した

場合

・返還金は、アクティブ居室の未償却残額から、アクティブコート一般居室入居契約書第３８条に定める
サポート居室入居者の追加調整金(下記)を控除した残額となります。

ただし、未償却残額が追加調整金を下回る場合でも、追加徴収は行いません。

アクティブ居室の未償却残額 ＝ 入居一時金 × 90％ × (168ケ月－経過月数) ÷ 168ケ月

サポート居室入居者の追加調整金 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金
－ サポート居室へ住替え後の追加入居一時金

返還金 ＝ アクティブ居室の未償却残額 － サポート居室入居者の追加調整金

・残る１人の住替え後のサポート居室入居一時金は、追加調整金を加えた額となり、住替え時に遡って償
却されます。なお、アクティブ居室の未償却残額が、追加調整金を下回る場合は、その未償却残額の

全額を追加調整金とします。


①２人入居のうち、１人が退居した後、残る１人がアクティブ居室入居期間中に契約が終了した場合

返還金 ＝ 入居一時金 × 90％ × (168ケ月－経過月数) ÷ 168ケ月
　・償却期間を超える場合、返還金はありません。

　　また、償却期間を超えて入居されていても、追加徴収は行いません。
②アクティブ居室から、サポート居室へ２人とも（２人目）が住替えた場合

アクティブ居室の未償却残額 ＝ 入居一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月
調整返還金 ＝ アクティブ居室の未償却残額(上記) ＋ 住替え後の追加入居一時金
－ (契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金×２人分)

・アクティブ居室の未償却残額と、サポート居室へ住替え後の追加入居一時金の合計額が、契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金の２人分の金額を下回る場合は、調整返還金はありません。
・この場合、アクティブ居室の未償却残額と、住替え後の追加入居一時金の合計額が、住替え後のサポート居室の入居一時金(２人分)となります。
　　また、それぞれの住替え後のサポート居室の入居一時金は、同額とします。

・なお、住替え後の償却額は、次の計算式によるものとします。
住替え後の償却額 ＝ 本契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金 ÷ 72ケ月

× それぞれの住替え日の翌月からの経過月数

③サポート居室へ２人ともが住替え後に、１人が退居した場合

住替え後の未償却残額 ＝ 住替え後のサポート居室の入居一時金

－ 退居した１人の住替え後の償却額(上記)

・残る１人のサポート居室の追加調整金(アクティブコート一般居室入居契約書第４０条)が生じる場合は、住替え後の未償却残額(上記)から、追加調整金(下記)を控除した残額についてのみ返還します。

・ただし、退居した１人について、住替え後のサポート居室入居一時金が、住替え後の償却額を下回る場合、または住替え後の未償却残額が、残る１人の追加調整金に満たない場合は、返還金はありません。また、追加徴収もありません。




	
	
	
	残る１人のサポート居室の追加調整金 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室入居一時金

－ 残る１人の住替え後のサポート居室入居一時金

返還金 ＝ 住替え後の未償却残額 － 残る１人のサポート居室の追加調整金

・残る１人の住替え後のサポート居室の入居一時金は、追加調整金を加えた額となり、住替え時に遡って
償却されます。
なお、退居した１人の住替え後の未償却残額が追加調整金を下回る場合は、その未償却残額の全額を追加調整金とします。
④サポート居室へ２人ともが住替え後に、２人目が退居した場合
住替え後の返還金(２人目) ＝ 住替え後のサポート居室入居一時金 － 住替え後の償却額(上記)
・住替え後のサポート居室入居一時金（２人目）が、住替え後の償却額を下回る場合は、返還金はありま
せん。また、追加徴収もありません。
※返還金の算出に際しては、表題部記載の起算日および契約終了日が属する月は、１ケ月に満たない期間について、１ケ月を３０日として日割計算した額とし、また返還金は無利息とします。




	
	
	
	
◆生活支援一時金

・一時金の償却期間内の場合

返還金 ＝ 生活支援一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月

・一時金の償却期間を超える場合



返還金はありません。なお、１４年を超えて入居されていても、一時金の追加徴収は行いません。

※ただし、入居期間起算日より９０日以内の契約終了の場合は、この限りではありません。

また、２人入居の場合、ならびにサポートセンターへの住替えがあった場合の返還金は、

下記の計算式による金額となります。

①アクティブ居室入居期間中に、契約が終了した場合
返還金 ＝ 生活支援一時金　×　90％ × （168ケ月－経過月数） ÷　168ケ月

・償却期間を超える場合、返還金はありません。

また、償却期間を超えて入居されていても、追加徴収は行いません。

②アクティブ居室から、サポート居室へ住替えた場合
・生活支援一時金の未償却残額の全額が、住替え後の生活支援一時金となります。
調整返還金はありません。
　　

生活支援一時金の未償却残額 ＝
      生活支援一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月
住替え後の生活支援一時金 ＝ 生活支援一時金の未償却残額(上記)
・なお、住替え後の償却額は、次の計算式によるものとします。

　　 

住替え後の償却額 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室生活支援一時金 ÷ 72ケ月

× 住替え日の翌月からの経過月数
③サポート居室へ住替え後に退居した場合
住替え後の返還金 ＝ 住替え後の生活支援一時金 － 住替え後の償却額(上記)

・住替え後の生活支援一時金が、住替え後の償却額を下回る場合は、返還金はありません。
また、追加徴収もありません。




	
	
	
	
①２人ともがアクティブ居室に入居中で、うち１人の契約が終了し、入居金償却期間内の場合

返還金 ＝契約が終了した１人の生活支援一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数）÷ 168ケ月
②２人入居のうち、当初１人がアクティブ居室からサポート居室へ住替えた場合
・住替えた１人の生活支援一時金の未償却残額の全額が、その入居者の住替え後の生活支援一時金と

なります。調整返還金はありません。

生活支援一時金の未償却残額 ＝
生活支援一時金 × 90％ × (168ケ月－経過月数) ÷ 168ケ月
住替え後の生活支援一時金 ＝ 生活支援一時金の未償却残額(上記)
・なお、住替え後の償却額は、次の計算式によるものとします。

住替え後の償却額 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室生活支援一時金 ÷ 72ケ月

× 住替え日の翌月からの経過月数

③２人入居のうち、１人のみがサポート居室へ住替え、その後に退居した場合

返還金 ＝ 住替え後の生活支援一時金 － 住替え後の償却額(上記)
・住替え後の生活支援一時金が、住替え後の償却額を下回る場合は、返還金はありません。また、追加徴収もありません。

④２人入居のうち、当初１人がサポート居室へ住替え後に、アクティブ居室に入居中のもう１人が退居した

場合

・返還金は、アクティブ居室入居者の生活支援一時金の未償却残額から、アクティブコート一般居室入居契約書第３８条に定めるサポート居室入居者の追加調整金(下記)を控除した残額となります。

ただし、未償却残額が追加調整金を下回る場合でも、追加徴収は行いません。

アクティブ居室入居者の生活支援一時金の未償却残額 ＝

生活支援一時金 × 90％ × (168ケ月－経過月数) ÷ 168ケ月

サポート居室入居者の追加調整金 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室生活支援一時金

－　サポート居室へ住替え後の生活支援一時金

返還金 ＝ 未償却残額（上記） － サポート居室入居者の追加調整金




	
	
	
	・残る１人のサポート居室住替え後の生活支援一時金は、追加調整金を加えた額となり、住替え時に遡って償却されます。なお、退居した入居者の未償却残額が追加調整金を下回る場合は、その未償却残額の全額を追加調整金とします。


①２人入居のうち、１人が退居した後、残る１人がアクティブ居室入居期間中に契約が終了した場合

返還金 ＝ 生活支援一時金 × 90％ × (168ケ月－経過月数) ÷ 168ケ月
・償却期間を超える場合、返還金はありません。

また、償却期間を超えて入居されていても、追加徴収は行いません。

②アクティブ居室から、サポート居室へ２人とも（２人目）が住替えた場合

・生活支援一時金の未償却残額の全額が、住替え後の生活支援一時金となります。

調整返還金はありません。
生活支援一時金の未償却残額 ＝
生活支援一時金 × 90％ × （168ケ月－経過月数） ÷ 168ケ月
住替え後の生活支援一時金　＝　生活支援一時金の未償却残額(上記)
・なお、住替え後の償却額は、次の計算式によるものとします。
住替え後の償却額 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室生活支援一時金 ÷ 72ケ月

× 住替え日の翌月からの経過月数

③サポート居室へ２人ともが住替え後に、１人が退居した場合
・返還金は、退居した１人の生活支援一時金の未償却残額から、アクティブコート一般居室入居契約書
第４０条に定める残る１人のサポート居室入居者の追加調整金(下記)を控除した残額となります。

・ただし、退居した１人について、住替え後の生活支援一時金が、住替え後の償却額を下回る場合、
または未償却残額が、残る１人の追加調整金を下回る場合は、返還金はありません。また、追加徴収も
ありません。

退居した１人の生活支援一時金の未償却残額 ＝

住替え後の生活支援一時金 － 住替え後の償却額(上記)

残る１人のサポート居室の追加調整金 ＝ 契約締結時の直接入居者のサポート居室生活支援
一時金 －　残る１人の住替え後の生活支援一時金

返還金 ＝退居した１人の生活支援一時金の未償却残額　－ 残る１人のサポート居室の追加調整金

・残る１人の住替え後の生活支援一時金は、追加調整金またはその一部を加えた額となり、住替え時に
遡って償却されます。なお、退居した１人の住替え後の未償却残額が追加調整金を下回る場合は、その未償却残額の全額を追加調整金とします。

④サポート居室へ２人ともが住替え後に、２人目が退居した場合
住替え後の返還金(２人目) ＝ 住替え後の生活支援一時金 － 住替え後の償却額(上記)

・住替え後のサポート居室生活支援一時金(２人目)が、住替え後の償却額を下回る場合は、返還金は
ありません。また、追加徴収もありません。

※返還金の算出に際しては、表題部記載の起算日および契約終了日が属する月は、１ケ月に満たない期間について、１ケ月を３０日として日割計算した額とし、また返還金は無利息とします。


	
	
	
	

	
	
	
	【サポートセンター一般居室】

◆入居一時金、及び生活支援一時金

・一時金の償却期間内の場合

返還金 ＝ 入居一時金 × 90％ × （72ケ月－経過月数） ÷ 72ケ月

返還金 ＝ 生活支援一時金 × 90％ × （72ケ月－経過月数） ÷ 72ケ月
・一時金の償却期間を超える場合

返還金はありません。なお、６年を超えて入居されていても、一時金の追加徴収は行いません。
※ただし、入居期間起算日より９０日以内の契約終了の場合は、この限りではありません。

また、アクティブコートからの住替えがあった場合の返還金は、この限りではありません。

※返還金の算出に際しては、表題部記載の起算日および契約終了日が属する月は、１ケ月に満たない期間について、１ケ月を３０日として日割計算した額とし、また返還金は無利息とします。

	
	
	保全措置の実施状況
	なし
	あり
	（保全先）

社団法人全国有料老人ホーム協会の入居者基金制度に加入します。当社が個別入居者について基金に拠出金を支払うことにより、万一倒産等に至り、入居者すべてが退居せざるを得なくなり、かつ入居者から入居契約が解除された場合に、償却期間終了後においても保証金として500万円が入居者に支払われます。（500万円は前払い金総額に対する保証額です）


	
	三月以内の契約終了による返還金について

	
	
	三月の起算日
	入居日
	※本契約の入居予定日は、居室または鍵の引渡しをもって入居日とし、入居期間起算日となります。

	
	
	契約終了日までの利用期間に係る利用料及び原状回復のための費用の算定方法

	
	
	入居期間起算日から９０日以内に、契約者からの解約の申し出、または入居者の死亡により契約が終了した場合には、受領済みの入居一時金、生活支援一時金、及び月額の利用料について、全額無利息で返還します。
ただし、下記の費用はご負担いただきます。また 契約者からの解約の申し出の場合、居室の明け渡し日を契約終了日とします。
・入居者1人1日あたりの目的施設の利用料　10,500円

　　（本体価格 10,000円、消費税 500円）

・契約終了日までの居室内の光熱水費（アクティブコート一般居室のみ）

・管理規程に定める食費等のサービス利用料

・事業者において発生した費用の実費、原状回復費用等

・契約終了日以降、居室明け渡しまでの管理費相当額
※なお、介護が必要なられた場合に、要介護認定を受けて、訪問介護等の在宅介護サービスを利用された際には、別途、介護保険の利用者負担額が必要となります。

	
	一時金の支払方法

	
	
	事業者に対して、以下の方法でお支払いいただきます。

・振込期限：平成　　　年　　　月　　　日 （入居予定日までの最終銀行営業日）

・振 込 先：三井住友銀行　本店営業部 普通預金口座　１８１９４６９ （名義人）京阪ライフサポート株式会社


	月払い方式

	
	月単位で支払う利用料

	
	
	年齢に応じた金額設定
	なし
	あり
	

	
	
	要介護状態に応じた金額設定
	なし
	あり
	

	
	
	料金プラン

	
	
	
	プラン名称
	月額
	（内訳）

	
	
	
	
	計
	家賃

相当額
	介護費用
	食費
	光熱水費
	管理費

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	※介護保険サービスの自己負担額は含まない。

	
	
	算定根拠
	家賃相当額
	

	
	
	
	介護費用
	※介護保険サービスの自己負担額は含まない。

	
	
	
	食費
	

	
	
	
	光熱水費
	

	
	
	
	管理費
	


	一時金方式・月払い方式共通

	
	介護保険サービスの自己負担額

	
	
	内容
	※要介護度に応じて介護費用の1割を徴収する。

・介護保険の利用者負担額
　介護が必要になられた場合に、要介護認定を受けて、訪問介護等の在宅介護
サービスを利用された際には、介護保険の利用者負担額が必要です。

	
	
	人員配置が手厚い場合の介護サービス（再掲）
	なし
	あり

	
	
	
	内容
	

	
	
	
	利用料
	
	円（　月額　　・　　日額　）

	
	
	
	算定根拠
	

	
	
	
	支払い方法
	月単位（日割の有無　　　あり　　　・　　　なし　　　）

	
	利用者の個別的な選択による生活支援サービス利用料

	
	
	個別的な選択による生活支援サービス
	なし
	あり

	
	
	
	算定根拠
	・入居者の個別的なご希望によるサービス

（家事サービス、病院等の付添い、買い物代行、電球交換等）

※介護保険の対象とならない場合　840円～1,260円（税込）／１人・30分　交通費別途

・居室内の電話料金、新聞代、テレビ受信料、インターネット利用料等は、各個別契約のうえ、各自負担となります。

・おむつや個人の消耗品、家具備品、化粧品、衣類、嗜好品等の個人利用、使用にかかる費用については、別途実費となります。

・特別食や外食の費用、専門業者に取り次ぐクリーニング料金、整髪料金、個人使用の介護機器、クラブ活動の材料費及びアクティビティ（イベント、レクリエーション等）の参加費等の実費は、別途個人負担となります。

・医療費及び入院時に必要な費用は、自己負担となります。

・来訪者のゲストルーム利用料、食費、サポートセンター一般居室でのエキストラベッド・シーツ利用料等。

・居室内に専用の電話等の通信機器を設ける場合、入居時、退居時に必要となる設置・撤去等の工事の費用。

・その他、施設の管理規程に定めるサービスを利用した場合のそのサービスにかかる費用。

	料金改定の手続き

	
	費用の改定にあたっては、目的施設が所在する地域の自治体が発表する消費者物価指数および人件費等を勘案し、運営懇談会の意見を聴いたうえで改定するものとします。

また、料金の価格改定にあたっては、契約者または身元引受人へ事前に通知します。


６．その他
	有料老人ホーム設置時の老人福祉法第29条第1項に規定する届出
	あり
	なし

	有料老人ホーム設置運営指導指針の不適合事項

	
	
	なし

	
	
	あり
	（その内容）


　　　添付書類：「介護サービス等の一覧表」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

説明年月日　　　　　　　年　　　　月　　　　日

上記内容について、説明を行いました。
事業主体名　大阪府枚方市楠葉花園町14番1号

　　　　　　京阪ライフサポート株式会社

　　　　　　取締役社長　　淺井　栄一　　　　印

説明者署名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
上記内容について、事業者より確かに説明を受け、同意し交付を受けました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　契　約　者　署　名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　契　約　者　署　名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　利　用　者　署　名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　立　会　人　署　名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（入居者との関係：　　　　　　）

＊　立　会　人　署　名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（入居者との関係：　　　　　　）

＊契約を前提として説明を行った場合は、説明を受けた者の署名を求める。












入居契約の終了またはサポートセンター一般居室（以下「サポート居室」という）への住替えが、１人入居の場合


２人入居の２人目の場合





入居契約の終了またはサポート居室への住替えが、２人入居での１人目の場合





入居契約の終了が２人入居の２人目の場合、またはサポート居室へ２人ともが住替えた場合





入居契約の終了またはサポート居室への住替えが、１人入居の場合








２人入居の２人目の場合





入居契約の終了またはサポート居室への住替えが、２人入居での１人目の場合





入居契約の終了が２人入居の２人目の場合、またはサポート居室へ２人ともが住替えた場合
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